
 平成27年第2回都議会定例会が、6月24日に閉会しました。今定例会では、 

国が都に新国立競技場建設費として500億円を負担するよう求めた東京オリ 

ンピック・パラリンピック大会の課題など、様々なテーマの議論を行いました。 

 都議会民主党は、人権施策や環境施策、雇用対策、安全安心まちづくりなど 

の課題について、積極的に質疑・提案を行いました。 

 皆様には本リポートへのご意見を賜りたく、お願い申し上げます。 

   大西 さとる  

民主党 東京都議会議員                 
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  正規転換対策の推進と 

  非正規の待遇改善に取り組め 
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 ＜裏面につづく＞ 

＜＜＜東京オリンピック＞＞＞ 

 2020年オリンピック・パラリンピックの東京開催が決定したことから、都議会民主党は、
東京大会がオリンピックとパラリンピックが最も一つに統合された一体的な祭典となるとと
もに、大会時にパラリンピアンや障害者にもやさしい東京を実現して                             
                        いくべきと質問しました。 
                         猪瀬知事は、「2020年に向け、障害の有無 
                        に関わらず全ての都民がともに暮らす心の 
                        バリアフリー社会の実現を目指し、オリン 
                        ピック・パラリンピックを一体感ある最高の 
                        祭典にする」と答弁しました。 
  

昨年のご支援に感謝申しあげます。 

●新国立競技場の建設費負担 国に根拠を求めよ 

【大西さとるプロフィール】 
昭和36年生まれ。立命館大学経済学部卒、早稲田大学大学 
院修士課程修了。11年間のサラリーマン生活ののち、細川律 
夫衆議院議員第一秘書を経て、平成13年都議選に挑戦する 
も惜敗、平成17年に都議選に初当選。文教委員会委員長、 
オリンピック招致委員会理事、都議会民主党幹事長代行など 
を歴任。現在3期目、環境・建設委員会所属。 

新国立競技場の建設費 

 下村文部科学大臣は、舛添知事に新国立競技場建設費として500億円を負担するよう求めました。 

 都議会民主党は、新国立競技場の整備に対して、国から何も説明のない現状において、都が費用を負担す 

べきでないと考えています。 そこで、都が正確な建設費や負担する根拠などを国に引き続き求めるとともに、 

国から得られた情報を都議会のみならず、広く都民に公開するなど、透明度の高い都政運営を行うことを求め 

ました。 知事は、大臣から負担の要請があり、その際、不明であった工期や総工事費、都民が納得する都負 

担の根拠などの全体像を求めたと答弁しました。また、早期の課題解決を図るため、国からの情報を踏まえ、 

迅速な決定を行っていくことと、開催都市の責任を果たすため、できる限りの協力を行っていくことを答弁しま 

した。 

～～～ロンドン大会を参考に2020年東京大会の気運醸成を～～～ 

 東京招致マークは広く都民・国民に親しまれましたが、2012年のロンドン大会では、大会エンブレムとは 

別にインスパイア・マークが考案され、大会に向けた気運醸成などに大いに貢献しました。都議会民主党は、 

ロンドン大会を参考に、都が多くの都民が参画できるような気運醸成に積極的に取り組むべきと訴えました。 

 都は、多くの人々の参加によって大会を創り上げるエンゲージメントの考え方を推進する、ロンドン大会の成 

功事例も参考に新たな気運醸成を図ると答えました。 

 

 

 非正規労働者が年々増える一方で、正規社員の年収の伸び 

に比べ、非正規の年収が上がらず、格差が益々拡大していま 

す。そこで都議会民主党は、正規社員就業・転換対策を更に 

進めるとともに、非正規労働者の待遇を正規社員に近付ける 

べく、積極的に取り組むべきと訴えました。 

 知事は、関連法令の解説ガイドブックの作成やアドバイザーに 

よる企業訪問、非正規労働者の雇用環境改善に取り組む企業 

に対して支援を行っていくと答えました。 

新国立競技場の建設費負担 国に根拠を求めよ 

≪東京オリンピック≫ 



◆◆安心安全まちづくり条例改正◆◆ 
 今定例会には、安全・安心まちづくり条例の改正案が審議・可決されました。事業者を地域社会の一員として 

明確に位置づけるとともに、新たな地域防犯活動の担い手の育成などの規定が設けられました。条例改正の 

特徴として、地域力向上に取り組むことがありますが、高齢化や核家族化、少子化による、地域活動の担い手 

減少は大きな課題です。 

 都議会民主党は、これまであまり地域活動に参加しなかったような若い世代などを想定して、従来と異なる手 

法の取り組みも必要と主張しました。都は、これまでの支援に加え、区市町村を通じた若手育成支援、事業者 

の協力を得て行う弱者のながら見守り連携事業の創設など、体制を強化すると答弁しました。 

～～～通学路の安全対策 実効性ある施策の推進を求める～～～ 

 安全・安心まちづくり条例の改正で、都は今後、通学路等における子どもの安全確保についての指針を定め
るとしています。 

 都議会民主党は、実際の通学路選定には制約があるため、実効性ある指針の策定とともに、安全確保に資 

する施策の推進が不可欠と考え、都の見解を質しました。都は、警察、学校、通学路等の管理者、保護者、地 

域住民の役割分担で取り組む指針を策定、対策を強化するほか、通学路の防犯カメラ設置、地域安全マップ 

づくりなどハードソフト両面から子どもの安全を確保すると答弁しました。 

～～～振り込め詐偽・危険ドラッグ 撲滅に向けて全力を！～～～ 

 条例の改正では、危険薬物濫用や振り込め詐欺の根絶に向け、都民・事業者に都への情報提供や適切な措 

置の努力義務を課すことになりました。 

  しかし、実際には特殊詐欺や危険薬物の製造・販売の拠点などと都民が判断するのは困難であり、不審を抱 

いても、行動を起こすハードルは相当高いと思われます。都議会民主党は、都民の協力を得ながら取組を進め 

るには、警視庁と緊密に連携した迅速適切な対応が欠かせないと主張しました。都は、都民、事業者、警察と 

行政との緊密な協力体制を強化し、これまで以上に治安向上に取り組むと答弁しました。 
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 虐待映像が報じられた山口県下関市の障害者施設など、虐待を誘発する障害者への差別や偏見は、なくな 

る気配がありません。都議会民主党は、障害者差別解消法の施行を来年4月に控えて、都が障害者の人権を 

尊重する姿勢を示し、積極的な取り組みを進めていくべきと訴えました。 

 知事は、差別解消に向けた支援体制づくりに取り組み、民間事業者や都民の理解を促すとともに、今後、障 

害者の方の意見も聞きながら、真の共生社会を実現するため、全力で取り組むと答えました。 

～障害者の身近な地域にグループホームの設置を～ 

 どんなに障害が重くても、障害者が希望する地域で安心して暮らせるためには、グループホームが不可欠で 

す。しかし、地価が高いことや、地域住民の理解が得られないことなどから、必ずしも障害者の身近な地域に設 

置できていないのが現状です。 

 都議会民主党は、都営住宅の建て替えなどで高齢化重度化した障害者に対するグループホームの設置促 

進を図るべきと訴えました。都は、区市町村と協議を行うなど、地域のニーズにも適切に応えながら、障害者グ 

ループホームなどの整備に取り組むと答えました。 

障害者の差別解消に向けて 

 「東京の成長に向けた公労使会議」が開催され、舛添知事や東京労働局、都内の労使を代表する団体が集 

まり、働き方改革を進める共同宣言を行いました。都議会民主党は、ワーク・ライフ・バランスを推進するセンタ 

ーを立ち上げるなど、労働時間の見直しや日常生活 

の多様な問題解決を図る中小企業の取組への支援を 

更に推進すべきと質しました。都は、国や経営者団体、 

労働団体とも連携し、労働時間や休み方の見直しなど 

社会的気運の醸成に努めていくと答えました。 

仕事と生活の調和のとれた ワークライフバランスの推進を 

◆◆安心安全まちづくり条例改正◆◆ 


